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連結計算書類の連結注記表
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株 式 会 社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.kyoritsugroup.co.jp/）に掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数　　９社

連結子会社の名称
㈱共立エステート
㈱共立トラスト
㈱共立フーズサービス
㈱日本プレースメントセンター
㈱共立ファイナンシャルサービス
㈱ビルネット
㈱セントラルビルワーク
㈱韓国共立メンテナンス
㈱共立保険サービス

⑵　非連結子会社の数　５社
非連結子会社の名称

㈱フラット
㈱沖縄共立メンテナンス
㈱共立アシスト
㈱ｅｃｏ　ｆｏｏｄｓ
㈱旅舘奥ノ坊

（連結の対象から除いた理由）
　非連結子会社はいずれも、総資産、売上高、連結純損益および連結利益剰余金等におよぼす影響が軽微で
あり全体としても重要性がないため、連結対象から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社および関連会社

　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、㈱オオシマフォーラム他７社であり、連結純損
益および連結利益剰余金等におよぼす影響が軽微であり全体としても重要性がないため、持分法の適用から
除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券………………………償却原価法（定額法）によっております。
その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に
よっております。

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法によっております。
投資事業有限責任組合およびこれに類する組合への出資（金融
商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に
ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む
方法によっております。

⑵　デリバティブの評価基準および評価方法
デリバティブ………………………………時価法によっております。

⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法
未成工事支出金……………………………個別法による原価法によっております。
販売用不動産および仕掛販売用不動産…個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によっております。
商品及び製品・原材料及び貯蔵品………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっております。

５．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は、建物（リゾート事業以外の建物附属設備を除く）は定額法、その他につ
いては定率法によっております。また、在外連結子会社は定額法によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用ソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

⑶　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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６．繰延資産の処理方法
社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

７．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

⑷　完成工事補償引当金
　完成工事に係る補償費の支出に備えるため、実績率による必要額のほか、個別見積額を計上しております。

⑸　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　なお、当社は平成14年３月、国内連結子会社のうち６社は平成20年６月に役員退職慰労金規程を改訂し
ており、それぞれ平成13年４月以降、平成20年７月以降対応分より取締役に対しては引当計上を行ってお
りません。

⑹　ポイント引当金
　会員に付与したポイントの使用に備えるため、将来行使されると見込まれる額を計上しております。

８．退職給付に係る会計処理の方法
⑴　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

⑵　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年また
は５年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（３年または５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
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９．完成工事高および完成工事原価の計上基準
⑴　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。

⑵　その他の工事
　工事完成基準によっております。

10．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　在外子会社の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中
平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

11．ヘッジ会計の処理
⑴　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　借入金の利息について金利スワップをヘッジ手段として利用しております。

⑶　ヘッジ方針
　将来の金利の市場変動リスクをヘッジする方針であり、投機的な取引および短期的な売買損益を得る目
的でのデリバティブ取引は行っておりません。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件に該当するため、その判定をもって有効性の判定に代えております。

⑸　その他
　当社グループは、取締役会で承認された資金調達計画に基づき、借入金に係る金利変動リスクに対して
ヘッジを目的とした金利スワップを利用しております。

12．のれんの償却方法および償却期間
　投資効果の発現する期間を見積り、当該期間において均等償却を行っております。ただし、金額に重要性
がないものについては、発生年度において一括償却しております。

13．その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
　なお、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の期間費用として処理しております。
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会計方針の変更
企業結合に関する会計基準等の適用
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」
という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離
等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分
変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上
する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計
処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方
法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷、連結会計基準第44－５項⑷および事
業分離等会計基準第57－４項⑷に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわ
たって適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。

表示方法の変更
連結損益計算書

⑴　受取配当金
　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に掲記しておりました「受取配当金」（前連結会計
年度57百万円）は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

⑵　助成金収入
　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に掲記しておりました「助成金収入」（前連結会計
年度11百万円）は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

⑶　為替差益
　前連結会計年度において、営業外収益の「為替差益」（当連結会計年度１百万円）を区分記載しており
ましたが、金額の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含めて表示
しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産および担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
( )内は内書で仮登記であります。
販売用不動産 1,245百万円
建物及び構築物 8,753百万円 （7,733百万円）
土地 8,100百万円 （5,476百万円）
建設仮勘定 287百万円
投資有価証券（注） 20百万円
投資その他の資産のその他（注） 20百万円

計 18,427百万円 （13,210百万円）

⑵　担保に係る債務
長期借入金 21,660百万円

（内１年内返済予定額 8,473百万円）
短期借入金 4,100百万円

計 25,760百万円

（注）宅地建物取引業の保証金の担保として提供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 31,036百万円

３．保証債務
保証金代預託契約に基づく寮・ホテル
賃貸人の金融機関に対する債務の保証 4,125百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式
発行済株式数 19,452,173株
自己株式数 108,573株
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２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年 6 月25日
定時株主総会 普通株式 382 26 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月26日

平成27年11月 9 日
取締役会 普通株式 481 25 平成27年 9 月30日 平成27年12月 4 日

計 863

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　平成28年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し
ております。

①配当金の総額 522百万円
②１株当たりの配当額 27円
③基準日 平成28年3月31日
④効力発生日 平成28年6月30日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類および数

普通株式 157,138株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達しておりま
す。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達してお
ります。デリバティブは、長期借入金に係る金利変動リスクを回避するために利用しているほか、余剰資金
の運用を目的として、デリバティブを組み込んだ複合金融商品取引を行っております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは社内規程に従いリスク低減を図っております。投資有価証
券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。
また、差入保証金および敷金は賃借契約に係る保証金・敷金として差入れており、主として契約満了時に一
括して返還されるものであり、債務者の信用リスクについては社内規程に基づき適切に管理しております。
　長期借入金に係る金利変動リスクの一部に対して金利スワップを利用して支払利息の固定化を実施してお
ります。預り保証金は賃貸契約に係る保証金として預っており、契約満了時に一括して返還するものであり
ます。なお、デリバティブ取引は取締役会等、職務権限規程に基づき管理を行っております。また、投資有
価証券の一部は複合金融商品取引によっており、株式相場、為替相場等の変動リスクや発行体の信用リスク
を有しているものの、元本確保を前提とするなど、リスクの高い取引は行っておりません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。（（注）
２．参照）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴　現金及び預金 25,960 25,960 －

⑵　受取手形及び売掛金 9,763 9,763 －

⑶　投資有価証券

満期保有目的の債券 20 21 1

その他有価証券 3,980 3,980 －

⑷　差入保証金 9,047 8,415 △632

⑸　敷金 10,099 8,578 △1,521

資産計 58,873 56,720 △2,152

⑴　支払手形及び買掛金 6,966 6,966 －

⑵　短期借入金 10,100 10,106 6

⑶　１年内償還予定の社債 1,350 1,362 12

⑷　短期預り保証金 497 495 △1

⑸　社債 5,600 5,727 127

⑹　転換社債型新株予約権付社債 20,608 22,336 1,728

⑺　１年内返済予定の長期借入
金および長期借入金 29,312 29,878 566

⑻　長期預り保証金 2,539 2,519 △20

負債計 76,973 79,391 2,418
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資産
⑴ 現金及び預金、ならびに ⑵ 受取手形及び売掛金

　これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑶ 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から
提示された価格によっております。

⑷ 差入保証金、ならびに ⑸ 敷金
　これらの時価は、債権額を契約期間および信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によって
おります。

負債
⑴ 支払手形及び買掛金

　これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑵ 短期借入金、ならびに ⑺ １年内返済予定の長期借入金および長期借入金
　これらの時価について、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実
行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ
っております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額（＊）を返済
期日までの期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によっております。
（＊）金利スワップの特例処理の対象とされた借入金については、その金利スワップのレートによる元利金の
合計額

⑶ １年内償還予定の社債、ならびに ⑸ 社債
　これらの時価について、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引
いた現在価値によっております。

⑷ 短期預り保証金、ならびに ⑻ 長期預り保証金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務額を、契約期日までの期間および信用リスクを加味した
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑹ 転換社債型新株予約権付社債
　これらの時価は、市場価格によっております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊１） 183

投資事業組合出資金（＊２） 188

その他（＊３） 2
(＊１)　非上場株式については、市場価格がなく、また、配当が不安定であるため時価を把握することが極めて困難と認

められることから時価開示の対象とはしておりません。
(＊２)　投資事業組合出資金については、投資先が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら時価開示の対象とはしておりません。
(＊３)　金融商品のその他については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用の寮およびオフィスビル（土地を含む。）を有
しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

34,876 43,569

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２．当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、
その他の物件については、社外の不動産鑑定士による調査価額や適切に市場価格を反映していると考
えられる指標に基づく評価額を用いております。
なお、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要
な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,997円10銭
１株当たり当期純利益 314円56銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 305円48銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

（注）連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書の作成にあたり、金額は表示単位未満
の端数を切り捨てにて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準および評価方法
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券………………………償却原価法（定額法）によっております。
子会社株式および関連会社株式…………移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によ
っております。

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法によっております。
投資事業有限責任組合およびこれに類する組合への出資（金融
商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に
ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む
方法によっております。

⑵　デリバティブの評価基準および評価方法
デリバティブ………………………………時価法によっております。

⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法
商品及び製品・原材料及び貯蔵品………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（リゾート事業以外の建物附属設備を除く）は定額法、その他については定率法によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用ソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

⑶　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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３．繰延資産の処理方法
社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

⑷　ポイント引当金
　会員に付与したポイントの使用に備えるため、将来行使されると見込まれる額を計上しております。

⑸　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき
計上しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年または５年）による
定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年または
５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑹　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　なお、平成14年３月に役員退職慰労金規程を改訂しており、平成13年４月以降対応分より取締役に対し
ては引当計上を行っておりません。
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５．ヘッジ会計の処理
⑴　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　借入金の利息について金利スワップをヘッジ手段として利用しております。

⑶　ヘッジ方針
　将来の金利の市場変動リスクをヘッジする方針であり、投機的な取引および短期的な売買損益を得る目
的でのデリバティブ取引は行っておりません。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件に該当するため、その判定をもって有効性の判定に代えております。

⑸　その他
　当社は取締役会で承認された資金調達計画に基づき、借入金に係る金利変動リスクに対してヘッジを目
的とした金利スワップを利用しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
　なお、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の期間費用として処理しております。

会計方針の変更
企業結合に関する会計基準等の適用
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会
計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に
変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ
る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷および事業分離等会計基準第57－４項
⑷に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。
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表示方針の変更
損益計算書

⑴　解約保証金収入
　前事業年度において、営業外収益の「その他」に掲記しておりました「解約保証金収入」（前事業年度
110百万円）は、金額の重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

⑵　為替差益
　前事業年度において、営業外収益の「為替差益」（当事業年度０百万円）を区分記載しておりましたが、
金額の重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

⑶　支払手数料
　前事業年度において、営業外費用の「その他」に掲記しておりました「支払手数料」（前事業年度107
百万円）は、金額の重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

⑷　固定資産売却損
　前事業年度において、特別損失の「固定資産売却損」（当事業年度０百万円）を区分記載しておりまし
たが、金額の重要性が乏しくなったため、当事業年度より特別損失の「その他」に含めて表示しておりま
す。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産および担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
( )内は内書で仮登記であります。
建物 8,438百万円 （7,747百万円）
構築物 107百万円 （   103百万円）
土地 7,631百万円 （5,588百万円）
投資有価証券（注） 10百万円

計 16,186百万円 （13,438百万円）

⑵　担保に係る債務
長期借入金 20,536百万円

（内１年内返済予定額 7,409百万円）
短期借入金 3,100百万円

計 23,636百万円

（注）宅地建物取引業の保証金の担保として提供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 30,367百万円
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３．保証債務
保証金代預託契約に基づく寮・ホテル
賃貸人の金融機関に対する債務の保証 4,125百万円
その他 811百万円

（注）上記の他、子会社の一部の賃貸借契約に対する連帯保証を行っております。

４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 1,198百万円
長期金銭債権 8百万円
短期金銭債務 2,812百万円
長期金銭債務 26百万円

５．取締役、監査役に対する金銭債権
長期金銭債権 200百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 354百万円
仕入高 9,537百万円
販売費及び一般管理費 775百万円
営業取引以外の取引による取引高 364百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 108,573株

－ 16 －

個別注記表



税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資有価証券 86百万円
ゴルフ会員権等 12百万円
貸倒引当金 59百万円
未払諸税金 159百万円
賞与引当金 433百万円
退職給付引当金 110百万円
役員退職慰労引当金 63百万円
投資の払戻しとした受取配当金 904百万円
減損損失 238百万円
資産除去債務 302百万円
長期前受収益 11百万円
未払費用 288百万円
控除対象外消費税 63百万円
その他 47百万円

繰延税金資産小計 2,781百万円
評価性引当額 △1,312百万円

繰延税金資産合計 1,469百万円

繰延税金負債
資産除去債務 29百万円
その他有価証券評価差額金 323百万円

繰延税金負債合計 353百万円
繰延税金資産の純額 1,116百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正する等の
法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事
業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金
負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.06％から平成28年４月１日に開始する事業年度および平成
29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.86％に、平成30年４月１日に
開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.62％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は81百万円減少し、法
人税等調整額が107百万円、その他有価証券評価差額金が25百万円増加しております。

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物・事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱韓国共立
メンテナンス

所有
直接 100 役員の兼任 増資の引受

（注） 1,625 － －

（注）増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

役員および個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

役員 石塚　晴久 （被所有）
直接 2.75

当社代表
取締役会長

寮・ホテルの
賃借料 249

前払費用 22

敷金 200

役員およびその
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等
（当該会社等の
子会社を含む）

㈱マイルストーン
（注）３・４

（被所有）
直接 11.09 不動産の賃借 ホテル・寮の

賃借料 100

前払費用 8

敷金 30

差入保証金 15

（注）１．上記の取引における取引条件は、当社と関連を有しない一般の取引条件と同様に決定しております。
２．上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
３．当社代表取締役会長石塚晴久およびその近親者が、議決権の100％を所有しております。
４．当社代表取締役会長石塚晴久が代表取締役を務めており、その配偶者であり当社の議決権の0.05％を

所有している石塚始江氏が代表取締役社長を務めております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,936円49銭
１株当たり当期純利益 330円82銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 321円26銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

（注）貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の作成にあたり、金額は表示単位未満の端数を切り
捨てにて表示しております。
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